
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和5年度
以降に予定

達成目標1
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標

H24年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R5年度

69 56 94 78 181 282

年度ごとの
目標値

― ― 64 76 118

令和４年度実施施策に係る事前分析表
（文R4－13－2）

国際協力の推進 大臣官房国際課 村上　尚久

国際協力の推進を図るため、我が国と新興諸国間の教育分野における協力・交流を一層進める。また、国際機関が実施する事業に
拠出する等、国内外における活動を通じて国際的な取組にも貢献する。

教育分野における地域協力の強化を目的として、我が国とASEAN諸国との関係強化を
図る。また、アジア、中東、アフリカ、中南米において複数のセクターが協力して行
う日本型教育の海外展開モデルを形成する。

我が国とASEAN諸国をはじめとする新興諸国等との強固な信頼・
協力関係の構築のために、教育分野における国際教育協力・交
流を一層進めることが必要である。また、日本の教育機関の国
際化の促進及び日本の教育産業等の海外進出の促進を図ること
も目指し、日本型教育の海外展開モデルの形成を促進する。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標の設定根拠】
・持続可能な開発のための教育（ESD：Education for
Sustainable Development）（以下「ESD」）を推進すること
で、国際教育協力・交流を進めることが出来、さらにはSDGｓの
達成につながる。この観点から、本事業へのより多くの参加校
を得て優秀な事例を表彰することで、ASEAN域内のESDの取組を
促進し、普及の効果を高めることが期待される。SEAMEO加盟全
11か国からの応募を達成し、かつ過去3年間の国別応募件数の平
均値を上回ることを数値目標として設定した。

【出典】：SEAMEO（東南アジア教育大臣機構）調べ

①ESD Awardへの
応募件数（件）

188

施策の予算額(当初予算)

（千円）

令和3年度 令和4年度
施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)

第３期教育振興基本計画、インフラシステム海外展開戦略2025
（令和３年度改訂版）具体的施策集５．質の高いインフラと、
現地との協創モデルの推進（２）現地の社会課題に対するソ
リューション基盤の構築（A）展開国のソフトインフラ整備支援
等

904,205 912,957

施策⽬標13 -2-1



基準値 目標値

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R7年度

249 3,362 6,121 5,711 2,879 7,214

年度ごとの
目標値

2,287 2,810 3,452 3,856 3,485

基準値 目標値

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R7年度

1,864 15,134 20,922 28,423 10,206 11,601

年度ごとの
目標値

17,457 18,398 19,389 20,279 12,355

日本型教育の海外展開
（平成28年度） ②③ 0447 ―

昨年度事前分析表からの変更点

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

東アジア関係諸機関との連携強化
（平成23年度） ① 0446 ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・我が国とASEAN諸国をはじめとする新興諸国等との教育分野の
国際協力・交流の推進、及びアジア諸国を中心に世界各国の首
脳等から日本型教育への関心が寄せられていることを踏まえた
日本型教育の海外展開事業を推進する。この観点から、海外展
開事業に参加した相手国側の人数を設定。目標値は、平成28年
度から令和2年度の実績及び新型コロナウイルス感染症の拡大に
よる人流減を勘案して設定した。

【出典】文部科学省調べ

③海外に対する
教育事業に参加
した相手国側の
教員、職員、指
導者及び児童・
生徒・学生の数
（人）

20,145

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・我が国とASEAN諸国をはじめとする新興諸国等との教育分野の
国際協力・交流の推進、及び日本の教育の国際化を推進するこ
とを目的として、日本型教育の海外展開事業を通じた、日本側
からの事業参加人数を設定。目標値は、平成28年度から令和2年
度の実績及び新型コロナウイルス感染症の拡大による人流減を
勘案して設定した。

【出典】文部科学省調べ

②海外に対する
教育事業に参加
した日本側の教
員、職員、指導
者及び児童・生
徒・学生の数
（人）

12,639
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達成目標2
目標設定の

考え方・根拠

測定指標 基準値

H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

目標 毎年度

測定指標の選定理由及び目
標（水準・目標年度）の設
定の根拠

【測定指標及び目標の設定根拠】
・最新の調査結果を今後の我が国の教育施策推進に効果的に活用すべく、迅速な日本語資料の作成を測定指標としてと設定。

【出典】：文部科学省調べ

教育等に係る施策において、国際機関及び関係機関等への支援並びに当該機関の活動
等の推進を通じて、国際的な取組に日本が貢献するとともに、我が国の教育施策の充
実のために有益な情報の収集及び発信等を行う。

国際機関及び関係機関等が実施する活動への参加により、国際
社会における責務を果たす必要がある。またそれらの取組を通
じて、我が国の施策立案のために有益な情報収集等を行うこと
は重要である。

―

①OECD/生徒の学
習到達度調査
（PISA）におい
て得られたデー
タの活用

実績

文科省も協力の下、生徒の学習到達度を国際比較したOECD/PISA2015の報告書（「生徒のwell-being」及び「協同問題解決能力調査」）を
刊行
「第3期教育振興基本計画」をはじめ初等中等教育政策を議論する際の参考データの一つとして活用

文科省も協力の下、読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの3分野について生徒の学習到達度を国際比較したOECD/PISA2018の報
告書（『生きるための知識と技能7 OECD生徒の学習到達度調査(PISA)――2018年調査国際結果報告書』）を刊行。
また、第124回中央教育審議会初等中等教育分科会（令和元年12月13日）の会議資料としてPISA2018の結果を活用。

R2年の国立教育政策研究所HP内の「OECD生徒の学習到達度調査（PISA）」ページ閲覧数は179,685回であり、調査において得られたデータ
が広く活用されている。なお、R3年度に予定されていたPISA2021調査は、新型コロナウイルス感染症の影響で1年延期となり、R4年度に実
施予定。

R3年の国立教育政策研究所HP内の「OECD生徒の学習到達度調査（PISA）」ページ閲覧数は133,430回であり、調査において得られたデータ
が広く活用されている。なお、新型コロナウイルス感染症の影響で実施が1年延期となっているPISA2021調査について、R4年度の調査に向
けた予備調査を実施。

今後の我が国教育施策推進に効果的に活用すべく、引き続きOECD/PISAの実施と報告書の刊行を行う
初等中等教育政策を議論する際の参考データの一つとして活用

読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの3分野について生徒の学習到達度を国際比較するOECD/PISA2018調査を実施。また、過去
の調査結果について、初等中等教育政策を議論する際の参考データの一つとして活用（例：中教審「新しい時代の教育に向けた持続可能
な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（平成31年1月25日）にも引用さ
れている）
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基準値 目標値

― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 開催年度

― 94％ 93％ 100.0% ― 93.0%

年度ごとの
目標値

― ― 90.0% 100.0% 90.0%

基準値 目標値

― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

― 8 9 12 13 13

年度ごとの
目標値

― ― 10 10 10

基準値 目標値

R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

38,541 23,156 27,044 42,623 38,541 17,080

年度ごとの
目標値

― ― ― 46,885 42,395

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
当該施策における文部科学省の役割は、国内のユネスコ活動に
関する情報の普及を促進し、我が国及び諸外国の政策立案等に
寄与することである。このことを踏まえ、国内のユネスコ活動
全般に関する情報発信を担っている日本ユネスコ国内委員会の
ホームページが閲覧されているかを測るための指標を設定（こ
れまでの実績値の伸び率に鑑み、前年の1.1倍増で目標値を設
定）。
R2年度以降については、文部科学省職員等内部からのアクセス
数は計上せず、純粋な外部からのアクセス数のみを計上する方
針に変更。

【出典】文部科学省調べ

④日本ユネスコ
国内委員会ホー
ムページへのア
クセス数
（件）

18,788

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
当該施策における文部科学省の役割は、地球規模課題に取り組
む国際連合大学に、ホスト国として学術協力を推進することに
より、世界的なアジェンダをめぐる我が国のプレゼンス向上を
図るとともに、課題解決のための国際協働に貢献することであ
る。このことを踏まえ、本事業の実施によって人材を養成する
ことができているかを測るためこれまでの実績を勘案して設
定。
R4年度の目標値については、引き続き昨年度と同様の10名とす
る。

【出典】文部科学省調べ

③日本・国際連
合大学共同研究
事業における大
学院プログラム
での養成学生数
（人）

10

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
当該施策における文部科学省の役割は、教育分野における国際
協力及びそれによって得られた情報の普及を推進し、我が国及
び諸外国の教育政策立案等に寄与することであることを踏ま
え、OECD加盟国を中心とした各国等の行政官・教育専門家・学
校関係者との時代の変化に即応した教育の在り方についての議
論を通して、参加者にとって有益な情報を提供できているかど
うか測るための指標を設定。目標値はこれまでの実績を勘案し
て設定。
（R2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により未実
施。R3年度はオンラインで実施。）
【参考：各年度の参加人数】H29年度389名、H30年度276名、R1
年度302名、R3年度254名。R2年度未実施。

【出典】文部科学省調べ

②OECD／ Japan
セミナーのアン
ケートで「参考
になった」と回
答した者の比率
（％）

90.0%
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ユネスコ未来共創プラットフォーム事業
（令和2年度）

④ 0451 ―

昨年度事前分析表からの変更点

SDGs達成の担い手育成（ESD）推進事業
（令和元年度）

④ 0454 ―

日本ユネスコ国内委員会
（昭和27年度）

④ －

ユネスコ憲章第7条の規程の趣旨に従い、我が国におけるユネスコ活動に関する
助言、企画、連絡及び調査のための機関として設置。諮問に応じてユネスコ総
会における政府代表の選考、議事に関する事項条約等の締約に関する事項等の
調査審議、我が国におけるユネスコ活動の基本方針の策定、国内のユネスコ活
動関係機関及び団体等との情報交換を行う。

教員・学習に関する国際調査
（平成23年度）

①②④ 0456 ―

国際幼児教育・保育従事者調査等
（平成28年度）

①②④ 0457 ―

ユネスコ技術援助専門家の派遣
（昭和48年度）

④ 0453 ―

国際成人力調査
（平成21年度）

①② 0455 ―

ユネスコ事業への協力
（平成23年度）

④ 0450 ―

ユネスコ国内委員会の連携強化
（昭和40年度）

④ 0452 ―

日本ユネスコ国内委員会運営
（昭和27年度）

④ 0448 ―

ユネスコ会議関係共通経費
(昭和27年度)

④ 0449 ―

日本・国際連合大学共同研究事業拠出金
（平成7年度）

③ 0444 ―

国際機関における事業への参加
（平成23年度）

② 0445 ―

OECD/CERI 分担金
（平成7年度）

② 0442 ―

日本・OECD 事業協力信託基金拠出金
（平成9年度）

① 0443 ―

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

コロナ禍後の社会におけるユネスコ活動を通
じた持続可能な社会づくり

（令和3年度）
④ 0458 ―
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